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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

売上高 （百万円） 42,561 41,826 42,712 46,010 49,280

経常利益 （百万円） 1,090 712 2,045 3,816 4,322

当期純利益 （百万円） 1,034 597 1,430 3,328 2,764

包括利益 （百万円） 1,044 612 1,436 3,315 2,779

純資産額 （百万円） 79,628 80,241 81,677 84,951 87,730

総資産額 （百万円） 501,409 490,500 483,264 471,720 462,111

１株当たり純資産額 （円） 46,993.50 47,350.74 48,205.71 50,194.73 51,847.00

１株当たり当期純利益 （円） 618.03 357.23 854.97 1,989.02 1,652.27

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益
（円） - - - - -

自己資本比率 （％） 15.7 16.2 16.7 17.8 18.8

自己資本利益率 （％） 1.3 0.8 1.8 4.0 3.2

株価収益率 （倍） - - - - -

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 14,787 13,949 15,474 17,114 17,424

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △404 △1,006 △2,373 △1,645 △2,677

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △12,380 △11,485 △9,953 △15,598 △14,345

現金及び現金同等物の期

末残高
（百万円） 5,312 6,767 9,915 9,789 10,192

従業員数
（人）

786 817 852 876 869

(外、平均臨時雇用者数) (140) (136) (126) (120) (135)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれていません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

３．株価収益率については、非上場であることから記載していません。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

売上高 （百万円） 42,123 41,184 41,996 45,340 48,616

経常利益 （百万円） 880 396 1,822 3,701 4,150

当期純利益 （百万円） 909 442 1,326 3,168 2,702

資本金 （百万円） 83,668 83,668 83,668 83,668 83,668

発行済株式総数 （株） 1,673,360 1,673,360 1,673,360 1,673,360 1,673,360

純資産額 （百万円） 78,447 78,890 80,216 83,384 86,087

総資産額 （百万円） 499,130 488,581 481,526 470,212 460,628

１株当たり純資産額 （円） 46,880.29 47,144.78 47,937.35 49,830.57 51,445.86

１株当たり配当額 （円） - - - - -

(うち１株当たり中間配

当額)
 (-) (-) (-) (-) (-)

１株当たり当期純利益 （円） 543.44 264.49 792.57 1,893.22 1,615.29

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益
（円） - - - - -

自己資本比率 （％） 15.7 16.1 16.7 17.7 18.7

自己資本利益率 （％） 1.2 0.6 1.7 3.8 3.1

株価収益率 （倍） - - - - -

配当性向 （％） - - - - -

従業員数
（人）

198 209 216 218 218

(外、平均臨時雇用者数) (35) (30) (28) (26) (27)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれていません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

３．株価収益率については、非上場であることから記載していません。
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２【沿革】

年月 項目

平成10年５月 地方公共団体及び民間企業の出資により中部国際空港株式会社を設立

平成10年７月 平成10年３月31日に制定された中部国際空港の設置及び管理に関する法律（平成10年法律第36

号）に基づき、同年６月に指定申請を行い、同年７月に中部国際空港等の設置及び管理を行う者

として運輸大臣の指定を受けました。また、これに合わせて、国からの出資を受けました。

平成10年９月 常滑事務所開設

平成11年４月 東京事務所開設

平成11年11月 建設事務所開設（常滑事務所改組）

平成12年４月 飛行場設置許可取得

平成12年６月 公有水面埋立免許取得

平成12年８月 護岸築造工事に着手

平成12年９月 中部国際空港エネルギー供給株式会社（現・連結子会社）設立

平成13年３月 空港島護岸の概成、埋立工事に着手

平成13年５月 中部国際空港の愛称を「セントレア」に決定

平成13年10月 中部国際空港情報通信株式会社（現・連結子会社）設立

平成13年11月 １－１工区（旅客ターミナル地区）埋立工事竣功認可

平成14年１月 旅客ターミナルビル建設に本格着工

平成15年２月 造成工事概成

平成15年５月 中部国際空港旅客サービス株式会社（現・連結子会社）設立

 中部国際空港施設サービス株式会社（現・連結子会社）設立

平成15年６月 中部国際空港給油施設株式会社（現・連結子会社）設立

平成15年７月 貨物施設着工

平成16年３月 滑走路・誘導路・駐機場舗装工事概成

平成16年10月 旅客ターミナルビル完成

 本社を空港島内に移転

平成17年１月 貨物施設完成

平成17年２月 中部国際空港開港

平成17年３月 建設事務所廃止

平成18年１月 第１国際貨物上屋・第２国際貨物上屋増設

平成18年９月 第１国際貨物上屋増設

平成19年１月 第２セントレアビル完成

平成19年７月 貨物地区駐機場増設

平成19年11月 第３国際貨物上屋完成

平成20年８月 国際線駐機場増設

平成21年９月

平成27年１月

国際ビジネスジェット用格納庫完成

国際線駐機場増設
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３【事業の内容】

　当連結グループは、当社及び子会社５社により構成されています。

　当連結グループの営んでいる主要な事業内容は次のとおりです。

　なお、次の３部門は「第５ 経理の状況　１.連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメント

区分と同一です。

(空港事業)

　中部国際空港の設置及び管理、航空機の離発着の安全を確保するために必要な航空保安施設の設置及び管理、航空

旅客及び航空貨物の取扱施設、航空機給油施設その他の機能を確保するために必要な施設並びに利用者の利便に資す

るために適当と認められる事務所、その他の施設の建設及び管理を行っています。

事業の内容 会社名

空港の管理運営事業 当社

電気熱供給事業 中部国際空港エネルギー供給㈱

情報通信設備保守管理事業 中部国際空港情報通信㈱

空港施設保守管理事業 中部国際空港施設サービス㈱

航空機給油施設保守管理事業 中部国際空港給油施設㈱

 

(商業事業)

　　中部国際空港施設内の免税店、小売店、飲食店等の直営商業店舗の運営事業等を行っています。

事業の内容 会社名

直営商業事業 当社

直営商業店舗運営事業等 中部国際空港旅客サービス㈱

 

(交通アクセス施設事業)

　　中部国際空港への交通アクセス施設、有料駐車場の管理運営事業等を行っています。

事業の内容 会社名

交通アクセス施設管理運営事業 当社

交通アクセス施設保守管理事業 中部国際空港施設サービス㈱
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以上に述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりです。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の
内容

議決権の所有
（又は被所
有）割合
（％）

関係内容

（連結子会社）      

中部国際空港エネ

ルギー供給㈱

愛知県

常滑市
1,600

空港

 

電気熱供給事

業

51

　当社は同社より電力、温冷水等を購

入しています。また、業務委託契約に

基づき、当社が経理、調達業務等を受

託しています。

　なお、同社は当社から土地を賃借し

ています。

役員の兼任…３名

中部国際空港情報

通信㈱

愛知県

常滑市
120

空港

 

情報通信設備

保守管理事業

51

当社は同社へ情報通信設備の保守管

理業務等を委託しています。また、業

務委託契約に基づき、当社が経理、調

達業務等を受託しています。

　なお、同社は当社から事務所を賃借

し、２名の出向社員を受け入れていま

す。

役員の兼任…３名

中部国際空港旅客

サービス㈱

愛知県

常滑市
50

商業

 

旅客案内及び

直営商業店舗

運営事業等

100

当社は同社へ旅客案内、店舗運営業

務等を委託しています。また、業務委

託契約に基づき、当社が経理、調達業

務等を受託しています。

　なお、同社は当社から事務所を賃借

し、４名の出向社員を受け入れていま

す。

　役員の兼任…３名

中部国際空港施設

サービス㈱

愛知県

常滑市
40

空港、交通ア

クセス施設

 

空港施設及び

駐車場、公共

交通施設保守

管理事業

100

当社は同社へ空港施設の運転監視、

設備及び駐車場、公共交通施設の保守

管理業務等を委託しています。また、

業務委託契約に基づき、当社が経理、

調達業務等を受託しています。

　なお、同社は当社から事務所を賃借

し、５名の出向社員を受け入れていま

す。

　役員の兼任…３名

中部国際空港給油

施設㈱

愛知県

常滑市
50

空港

 

航空機給油施

設保守管理事

業

100

当社は同社へ航空機給油施設の保守

管理業務を委託しています。また、業

務委託契約に基づき、当社が経理、調

達業務等を受託しています。

　なお、同社は当社から事務所を賃借

し、３名の出向社員を受け入れていま

す。

　役員の兼任…１名

（注）「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。
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５【従業員の状況】

(1)連結会社の状況

平成27年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

空港 406　( 45)

商業 439　( 87)

交通アクセス施設 24　( 3)

合計 869　(135)

　（注） 従業員数は、就業人員（当連結グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当連結グループへ

      の出向者を含んでいます。）であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員及びパートタイマーを含んでいま

　　　 す。）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しています。

 

(2)提出会社の状況

平成27年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

218（27） 40.1 7.3 7,220,601
 
  
 

セグメントの名称 従業員数（人）

空港 165　( 20)

商業 51　( 7)

交通アクセス施設 2　( -)

合計 218　( 27)

　（注）１．従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者は除き、社外から当社への出向者を含んでいます。）であ

り、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員及びパートタイマーを含んでいます。）は、年間の平均人員を

（　）外数で記載しています。

　　　　２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいます。

 

 

(3)労働組合の状況

　労働組合はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1)業績

当連結会計年度における我が国の経済は、政府による経済政策や日銀による金融緩和政策を背景に、製造業を

中心に収益や雇用情勢の改善、設備投資の持ち直しがみられるなど、景気回復基調が継続しました。一方、消費税

増税や円安による物価上昇により、個人消費が停滞するなど、一部において回復の遅れがみられました。

このような情勢のなか、当連結グループは、開港10周年を迎える当連結会計年度を「将来を見据えた新たな成

長ステージに移行させる年」と位置付け、グループの総力を挙げて各種施策に取り組みました。

以上の結果、当連結グループの売上高は前期比7.1％増の49,280百万円となり、営業利益は前期比4.4％増の

5,670百万円、経常利益は前期比13.3％増の4,322百万円、当期純利益は前期比16.9％減の2,764百万円となりまし

た。

セグメントの業績は次のとおりです。

 

(空港事業)

空港事業につきましては、円安基調の継続や国際情勢の影響を受けて日本人の海外渡航者数が伸び悩む一方

で、国や地域と一体となった取組みが奏功し、訪日外国人旅客の需要が大幅な伸びを示しました。また、国内線に

つきましては、近場の国際線需要からの流動も見られ、昨年度に引き続き堅調に推移しました。

また航空貨物需要につきましては、貨物便ネットワークの定着に加えて、月産10機体制となったボーイング787

型機の機体部位や地域の農水産品の輸出の機会も着実に増大し、安定的な伸びを示しました。

こうした航空需要の堅調な回復を受けて、駐機スポットやバス搭乗口を拡充するなど、空港機能の強化を図り

ました。

これにより、当期の国際線旅客数は約450万人（前期比100.8％）、国内線旅客数は約539万人（同99.9％）、国

際貨物取扱量は約17.6万トン（同119.9％）、航空機の発着回数は国際線が約3.4万回（同105.9％）、国内線が約

5.8万回（同99.9％）となりました。

また、2015年３月31 日現在の国際線の就航便数は、旅客便が296便/週（同100.3％）、貨物便が28便/週（同

100.0％）、国内線旅客便が77便/日（同102.7％）となりました。

以上の結果、空港事業の売上高は25,892百万円（前期比102.8％）、営業利益は2,406百万円（同97.6％）となり

ました。

 

(商業事業)

商業事業につきましては、訪日外国人需要の大幅な伸びなどにより、免税店売上高が２年連続で年間記録を更

新するなど好調に推移しました。また、イベントプラザやおみやげ館のリニューアルを実施するなど、空港の魅力

向上に努めました。

10月からは、お客様をはじめ、事業者や関係機関の皆様、地域の皆様に対する感謝の気持ちを込めて、開港１

０周年記念事業をスタートし、様々な記念イベントや謝恩企画を実施しました。

また、顧客満足度の向上を目指した取組みとして、増大する訪日外国人需要に対する観光案内やサービス機能

の一層の強化に取り組むとともに、空港内事業者や関係機関と一体となってサービス向上に努めた結果、英国

SKYTRAX社が実施した顧客サービスに関する国際空港評価において「ワールド・ベスト・リージョナルエアポー

ト」「ベスト・リージョナルエアポート・アジア」「旅客数規模別部門第１位」を受賞しました。

こうした取組みの結果、来港者数は1,103万人（前期比102.7％）となりました。

以上の結果、商業事業の売上高は21,000百万円（前期比114.4％）、営業利益は3,311百万円（同114.5％）とな

りました。

 

（交通アクセス施設事業）

交通アクセス施設事業につきましては、「６日目以降の駐車料金無料化」などのサービス施策を引き続き実施

しましたが、日本人旅客の回復の遅れ等に伴う駐車場利用台数の減少により、前期を下回りました。

これにより、駐車場利用台数は1,459千台（前期比98.1％）となりました。

以上の結果、交通アクセス施設事業の売上高は2,388百万円（前期比96.5％）、営業損失は94百万円（前期は営

業利益23百万円）となりました。

 

 

(2)キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ、402百万円増加し、10,192百万円

となりました。
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（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が前連結会計年度よりも571百万円増加したこ

となどにより前連結会計年度に比べ309百万円増加の17,424百万円の収入となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、2,677百万円の支出となり、前連結会計年度に比べ1,032百万円の支出の

増加となりました。これは、主に、固定資産の取得による支出が前連結会計年度に比べ1,018百万円増加したこと

によるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、14,345百万円の支出となり、前連結会計年度に比べ1,252百万円の支出の

減少となりました。これは、主に、前連結会計年度に比べ社債の償還による支出が34,190百万円増加した一方、社

債の発行による収入が36,800百万円増加したことによるものです。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　該当事項はありません。

(2) 受注状況

　該当事項はありません。

(3) 販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。

セグメントの名称

 
当連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

 

前年同期比（％）

空港（百万円） 25,892 102.8

商業（百万円） 21,000 114.4

交通アクセス施設（百万円） 2,388 96.5

合計（百万円） 49,280 107.1

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しています。

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。
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３【対処すべき課題】

2015年度の航空市場は、国際情勢や景気動向等による不確定要素はあるものの、円安基調やLCCの参入拡大が続く

なか、引き続き訪日外国人旅客需要の増加が見込まれるほか、日本人の海外渡航需要についても、原油安による燃油

サーチャージの引き下げや、中国・韓国旅行の需要喚起の取組みなどにより、再び回復傾向に向かうものと見られま

す。さらに、北陸新幹線開業に伴う首都圏からの人流拡大により、観光需要の活性化が中部圏全体に波及することも

期待されています。

また、航空貨物においては、地元製造業が回復基調にあるなか、自動車・航空機等の関連需要の拡大が見込まれる

ほか、農水産品の輸出促進に向けた地域の取組みに対する期待も高まっています。

一方、商業関連につきましては、2015年度内に中部臨空都市の空港対岸部への大型商業店舗の開業が予定されてお

り、空港周辺エリア全体が一段と活況を呈することが予想されます。

こうしたなか、セントレアグループは、新たな中期経営戦略（2015～2019年度）の期間を、質・量ともに飛躍的な

成長を実現するための「第２の開港期」と位置付けるとともに、その初年度となる2015年度を、「新たな成長ステー

ジへと力強く歩み出す年」として、グループ一丸となって以下の重要施策に取り組みます。

 

［重要施策］

①安全・安心の確保
 
安全管理システム（SMS）のグループ内および空港内事業者への浸透や定着化を推進するほか、大規模自然災害を

想定した防災訓練等の強化や空港機能の早期復旧に向けた各種対策の検討を進めます。そして、事故や障害、鳥衝突

等の撲滅や荒天時の対応等に向けた事業者・関係機関等との連携強化を図ります。

航空保安対策として、保安管理システム（SeMS）の導入に向けた準備等、更なる強化に努めます。

 

②航空ネットワークの拡大
 
近隣アジア・東南アジア路線の一層の充実や、長距離路線の維持、空白地域における路線の獲得に向け、フルサー

ビスエアライン、LCC双方をターゲットとしたエアポートセールス戦略の強化を図ります。また、昇龍道プロジェク

ト、フライセントレア、フライセントレアカーゴ等、就航路線の安定化や一層の拡大に繋げるため、地域と一体と

なった需要喚起活動の推進に取り組みます。そして、地域の航空機産業のさらなる成長・拡大を見据えた国際航空貨

物の物流拠点としての機能強化や、航空需要の喚起や路線ネットワークの拡充に資する新たな料金施策の検討を進め

ます。

 

③施設機能・サービスの向上
 
将来需要に対応する南側地区駐機スポットの増設及び国際線バス搭乗口の拡充や、国際線到着ロビーエリアの再編

による観光案内機能の強化に加え、旅客手続きの自動化・セルフ化促進に向けた航空会社との連携強化を進めます。

また、関係機関等との連携強化に向けたセントレア・オペレーション・センターのレイアウト最適化などを中長期的

な視点での施設更新及び大規模修繕を確実に実施します。

さらに、訪日外国人旅客向けサービス施策の拡充や、専門調査機関による最上位のCS評価の獲得を目指したCS空港

連絡会の活動強化、空港アクセスの充実に向けた地域や関連事業者等との対策検討にも努めます。

 

④商業事業の拡大
 
スカイタウンの魅力向上に向けた店舗リニューアルの実施や、制限エリア内店舗の拡張及び再編を進めるほか、

2015年秋の大型商業店舗の開業等、開発が進む中部臨空都市空港対岸部との連携強化など商業事業の拡大に取り組み

ます。

 

⑤地域連携・環境経営の推進
 
地元である知多地区自治体との「空港を核とした」地域振興策の推進などによる地域連携の強化や、LED照明や低

公害車の普及促進など、空港島内事業者と連携したエコエアポート活動を推進します。

 

⑥二本目滑走路整備の着実な推進
 
地域の自治体・経済界においては、中部圏の国際競争力の一層の強化等の観点から、航空需要の拡大や航空ネット

ワークの充実を目指した取組みを地域一丸となって推進するとともに、二本目滑走路の整備をはじめとする空港機能

の強化に向けた取組みや検討も強化しています。

当連結グル―プとしましても、セントレアを取り巻く環境変化やそれに伴う課題等について地域と共有し、地域が

進める取組みや検討が着実に進むよう、二本目滑走路建設促進期成同盟会および中部国際空港利用促進協議会等との

連携強化を図るなど、積極的に協力していきます。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、当連結グループの経営成績及び財務状

況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには次のようなものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成27年６月24日）現在において判断したもの

です。

(1) 当社の規制事項

①当社の設立の経緯及び沿革

　中部国際空港は、増大する中部圏の航空需要に対応する24時間運用の本格的国際空港の必要性を受けて、平成

８年12月に閣議決定された第７次空港整備五箇年計画において大都市圏における拠点空港として事業の推進が決

定されました。

　当社は、平成10年５月に設立され、中部国際空港の設置及び管理に関する法律に基づき、中部国際空港等の設

置及び管理を行う者として同年７月に運輸大臣の指定を受けました。その後、当社は、常滑沖の海上において空

港島の造成及び空港施設の建設を行い、平成17年２月に中部国際空港が開港しました。

 

②法的規制について

　当社の事業活動は、中部国際空港の設置及び管理に関する法律、航空法、空港法等、関連法令の規制を受けて

います。

　中部国際空港の設置及び管理に関する法律においては、発行する株式若しくは募集新株予約権を引き受ける者

の募集又は株式交換に際する株式若しくは新株予約権の発行（第５条第４項）、代表取締役等の選定等の決議

（第13条）、毎事業年度の事業計画の策定（第14条）、募集社債を引き受ける者の募集、株式交換に際する社債

の発行又は弁済期限が一年を超える資金の借入れ（第15条）、重要な財産の譲渡・担保提供（第16条）、定款の

変更（第17条）等に関して、国土交通大臣の認可等が必要とされています。

　航空法及び空港法においては、空港又は航空保安施設の設置（航空法第38条）及び変更（同第43条）、空港供

用規定の制定又は変更（空港法第12条）に関して、国土交通大臣の認可等が必要とされ、また、着陸等の料金を

定めようとするときは、あらかじめ国土交通大臣に届け出なければならないとされています（同第13条）。

　以上の法令及び規制に基づく認可・承認等が取得できない場合には、事業運営の見直しを迫られる場合も考え

られ、当連結グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　また、今後の政府の空港行政等に係る政策が変更された場合にも、当連結グループの財政状態及び経営成績に

影響を及ぼす可能性があります。

 

(2) 中部国際空港をとりまく事業環境の変化の影響について

中部国際空港は、成田国際空港、関西国際空港、東京国際空港（羽田空港）などと一定の競合関係にあるといえ

ます。首都圏空港においては国際競争力強化のために必要な施設整備を重点的に実施することにより、平成32年ま

でに更なる容量拡大が進められます。当社は、中部国際空港のコア需要である中部圏の旅客・貨物需要の開拓を地

域と一体となって行うことにより、影響は限定的になり得ると想定していますが、更なる首都圏・関西圏の空港機

能の拡充や中部圏の経済動向等、何らかの要因によって、当社の想定通りに進展しない場合、当連結グループの財

政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。また、航空会社の経営状況や事業戦略によっては、旅客

数・発着便数に相応の影響が生じ、当連結グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(3) 国際情勢の変化、伝染病の発生等による影響について

国際紛争やテロ等の社会情勢の変化、国際的な信用不安による為替の変動や国際金融危機、原油高騰による経済

情勢の悪化、航空ネットワークに支障をきたす大規模な気象変動及び新たな感染症の発生・拡大等の諸要因の発生

によって利用実績が減少した場合には、当連結グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

(4) 自然災害等の発生による影響について

当空港が位置する愛知県常滑市は、大規模地震対策特別措置法第３条第１項に基づき指定される「東海地震に係

る地震防災対策強化地域」に含まれています。このため、当空港は震度７クラスの地震が発生しても大きな被害が

生じないよう設計されており、管制、旅客ターミナルビル、ライフライン及び空港連絡橋等の重要施設で機能が維

持できるよう対策ができています。しかし、これを超える規模の地震が発生し、空港施設等に被害が生じた場合、

事業運営に支障をきたすことや設備復旧等にかかる費用が発生する等、当連結グループの財政状態及び経営成績に

影響を及ぼす可能性があります。

　当空港は海上空港ですが、水深が浅く、強固な基盤層を有した地層の上に埋め立てられているため、地盤沈下に

伴う問題が発生する可能性は低いと考えています。また、当地域で発生した観測史上最大規模の高潮（伊勢湾台風

レベル）に対応できる高さの護岸（＋５～７ｍ）を備えておりますが国が発表した南海トラフの巨大地震による津

波や、愛知県が検討している最大クラスの高潮に対しては、滑走路等が冠水する可能性があります。今後、かかる

EDINET提出書類

中部国際空港株式会社(E04362)

有価証券報告書

14/76



事態が生じた場合には、滑走路の閉鎖、設備復旧費用の発生等により、当連結グループの財政状態及び経営成績に

影響を及ぼす可能性があります。

 

(5) 金利変動の影響について

中部国際空港は、空港整備にかかる設備投資等のために多額の資金調達を行っています。

従って、今後の金利動向及び格付の変更等により調達金利が変動した場合、当連結グループの財政状態及び経営

成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(6) 個人情報の管理について

当連結グループは、商業事業・保険代理店業務・立体駐車場運営を行うため、個人情報を有しています。グルー

プ全体でその管理には万全を期していますが、不測の事態によりこれが漏洩した場合、それに伴う賠償責任等の費

用負担及び社会的信用の低下等から、当連結グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

 

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当連結会計年度における財政状態及び経営成績の分析は次のとおりです。

(1) 財政状態の分析

① 資産の部

当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ2.0％減の462,111百万円となりました。これは、主

に減価償却が進んだことによるものです。

② 負債の部

当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ3.2％減の374,380百万円となりました。これは、主

に社債の新規発行により41,500百万円増加した一方、社債の償還により51,500百万円、長期借入金の返済により

3,921百万円減少したことによるものです。

③ 純資産の部

当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ3.3％増の87,730百万円となりました。これは、主

に当期純利益を2,764百万円計上したことによるものです。

 

(2) 経営成績の分析

① 売上高

空港事業については、アジア路線を中心とした新規就航・増便、外国人インバウンド旅客数の増加等により、

前連結会計年度に比べ2.8％増の25,892百万円となりました。

商業事業については、訪日旅客の旺盛な需要を取り込み開港以来最高の免税店売上を達成したことや消費税免

税販売制度の改定により免税販売に対応する店舗を拡充したことなどにより、前連結会計年度に比べ14.4％増の

21,000百万円となりました。

交通アクセス施設事業については、日本人アウトバウンド旅客数の伸び悩みなどにより駐車場売上が減少した

ことなどにより、前連結会計年度に比べ3.5％減の2,388百万円となりました。

これらの結果、当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べ7.1％増の49,280百万円となりました。

② 売上原価、販売費及び一般管理費

当連結会計年度の売上原価は、前連結会計年度に比べ6.8％増の35,260百万円となりました。これは、主に商業

事業の売上高の増加に伴い、商品の仕入れ等が増加したことによるものです。

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ10.4％増の8,350百万円となりました。これ

は、主に店舗・案内業務の体制強化による人件費増加、開港１０周年記念事業などの広告宣伝費の増加によるも

のです。

③ 営業利益

以上の結果、当連結会計年度の営業利益は、前連結会計年度に比べ4.4％増の5,670百万円となりました。

④ 営業外損益

当連結会計年度の営業外収益は、前連結会計年度に比べ39.7％増の116百万円、営業外費用は13.7％減の1,464

百万円となり、営業外損益としては265百万円改善されました。これは、主に有利子負債の圧縮による支払利息の

減少によるものです。

⑤ 経常利益

以上の結果、当連結会計年度の経常利益は、前連結会計年度に比べ13.2％増の4,322百万円となりました。

⑥ 特別損益

当連結会計年度の特別利益は、発生がありませんでした。また、特別損失は前連結会計年度に比べ21.3％減の

244百万円となりました。

⑦ 税金等調整前当期純利益

以上の結果、当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度に比べ16.3％増の4,078百万円とな

りました。

⑧ 当期純利益

税金等調整前当期純利益から法人税、住民税及び事業税や法人税等調整額、少数株主利益を加減算した結果、

当連結会計年度の当期純利益は、前連結会計年度に比べ16.9％減の2,764百万円となりました。

 

(3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況は、営業活動によるキャッシュ・フローについては、17,424

百万円の収入となりました。一方、投資活動によるキャッシュ・フローについては、有形固定資産の取得等により

2,677百万円の支出、財務活動によるキャッシュ・フローについては、長期借入金の返済や社債の償還等により

14,345百万円の支出となりました。これらの結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計

年度末に比べ4.1％増の10,192百万円となりました。

EDINET提出書類

中部国際空港株式会社(E04362)

有価証券報告書

16/76



第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結グループでは、当連結会計年度において、空港事業を中心に全体で2,598百万円の設備投資を実施しまし

た。主な設備投資の内容は次のとおりです。

空港事業においては、400番台スポット給油施設整備、情報通信システムの更新等により設備投資額は2,056百万

円となりました。

商業事業においては、SORAビジョンのリニューアル、商業店舗の改装等により設備投資額は482百万円となりま

した。

交通アクセス施設事業においては、事故防止対策設備設置等により設備投資額は59百万円となりました。

 

 

２【主要な設備の状況】

　当連結グループにおける主要な設備の状況は、次のとおりです。

(1) 提出会社

平成27年３月31日現在
 

事業所名

（所在地）

セグメ

ントの

名称

設備の

内容

帳簿価額

従業員数

(人)
建物及び

構築物

(百万円)

機械装置

及び運搬

具

(百万円)

土地

(百万円)

(面積千㎡)

リース資産

(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

中部国際空港

（愛知県常滑市）
空港

空港施

設
100,667 5,142

278,191

(4,550)
42 1,674 385,717

165

(20)

中部国際空港

（愛知県常滑市）
商業 店舗 11,992 75

1,395

(22)
3 702 14,169

51

(7)

中部国際空港

（愛知県常滑市）

交通ア

クセス

施設

駐車場

施設
15,544 19

10,638

(173)
0 126 26,329

2

(-)

 

(2) 国内子会社

平成27年３月31日現在
 

会社名
事業所名

(所在地)

セグメ

ントの

名称

設備の

内容

帳簿価額

従業員数

(人)
建物及び

構築物

(百万円)

機械装置

及び運搬

具

(百万円)

土地

(百万円)

(面積千㎡)

リース資産

(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

中部国際

空港エネ

ルギー供

給㈱

本社

(愛知県常

滑市)

空港
熱供給

施設
439 1,132 - 0 0 1,572

4

(-)

（注）１．帳簿価額は、建設仮勘定を除く有形固定資産であり、金額に消費税等は含まれていません。

２．従業員数の（　）は、臨時雇用者数の年間の平均人員を外書しています。

 

　なお、提出会社の主な設備の概要は以下のとおりです。

①　空港事業

ａ．空港基本施設

滑走路　　　　　　長さ　　　3,500ｍ　×　幅　60ｍ

誘導路　　　　　　延長 　　約10.1km　×　幅　30ｍ

駐機場　　　　　　面積　約808千㎡

航空保安灯火施設　灯器　約5,300個　　進入灯管理橋　南北各500ｍ

航空保安無線施設　LLZ(ローカライザー)２基　GS(グライドスロープ)２基

ｂ．旅客ターミナル施設

旅客ターミナルビル（地上４階）

供用開始　　　平成17年２月

供用床面積　　約219千㎡
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アクセスプラザ（地上２階）

供用開始　　　平成17年２月

供用床面積　　約７千㎡

※旅客ターミナル施設のうち、直営商業店舗等に係る部分は商業事業に区分しています。

ｃ．貨物施設

地区全体面積　約260千㎡

主な施設

第１国際貨物上屋（地上２階）

供用床面積　　約42千㎡

第２国際貨物上屋（地上２階）

供用床面積　　約14千㎡

第３国際貨物上屋（地上２階）

供用床面積　　約16千㎡

国内航空会社上屋（地上２階）

供用床面積　　約２千㎡

国内フォワーダ上屋（地上２階）

供用床面積　　約２千㎡

ｄ．供給施設

上下水道施設

②　商業事業

ａ．旅客ターミナル施設は、上記の「①　空港事業」に含めて記載しています。

③　交通アクセス施設事業

ａ．駐車場

一般駐車場

収容台数　　約5,800台

臨時駐車場

収容台数　　約4,300台

従業員駐車場

収容台数　　約1,800台
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当連結会計年度末における設備投資計画としては、次のとおりです。

会社名
事業所名

所在地
セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定
年月

完成後の
増加能力

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

 
当社
中部国際
空港
 

愛知県常滑市 空港
システム関
係機器等

3,782 -
社債、借
入金及び
自己資金

平成
27.4

平成
28.3

経年劣化
に対する
機能維持

 
当社
中部国際
空港
 

愛知県常滑市 商業 商業店舗等 1,907 7
社債、借
入金及び
自己資金

平成
26.12

平成
28.3

旅客、来
港者サー
ビスの向
上

 
当社
中部国際
空港
 

愛知県常滑市 空港
旅客ターミ
ナル施設等

1,694 -
社債、借
入金及び
自己資金

平成
27.4

平成
28.3

旅客サー
ビス及び
運用効率
の向上

 
当社
中部国際
空港
 

愛知県常滑市 空港 エプロン等 1,479 375
社債、借
入金及び
自己資金

平成
26.11

平成
27.12

搭乗用ス
ポット数
増加

　　（注）１．投資予定金額には、消費税等は含まれていません。

　２．経常的な設備の更新のための除却を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,673,360

計 1,673,360

 

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成27年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成27年６月24日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,673,360 1,673,360 非上場

当社は単元株

制度は採用し

ていません。

計 1,673,360 1,673,360 - -

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

平成15年12月25日

（注）
150,400 1,673,360 7,520 83,668 - -

　（注）有償第三者割当

発行価格　　　50,000円

資本組入額　　50,000円

（６）【所有者別状況】

平成27年３月31日現在
 

区分

株式の状況
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） 5 46 2 641 - - 378 1,072 -

所有株式数

（株）
836,680 168,400 4,722 659,875 - - 3,683 1,673,360 -

所有株式数の

割合（％）
50.00 10.07 0.28 39.43 - - 0.22 100.00 -
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（７）【大株主の状況】

  平成27年３月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

国土交通大臣 東京都千代田区霞が関二丁目１番３号 669,320 39.99

愛知県 名古屋市中区三の丸三丁目１番２号 98,251 5.87

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 54,030 3.22

中部電力株式会社 名古屋市東区東新町１番地 50,000 2.98

東海旅客鉄道株式会社 名古屋市中村区名駅一丁目１番４号 50,000 2.98

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１番地 50,000 2.98

名古屋鉄道株式会社 名古屋市中村区名駅一丁目２番４号 50,000 2.98

名古屋市 名古屋市中区三の丸三丁目１番１号 47,359 2.83

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 15,000 0.89

株式会社デンソー 愛知県刈谷市昭和町一丁目１番　 12,000 0.71

東邦瓦斯株式会社　 名古屋市熱田区桜田町19番18号　 12,000 0.71

日本碍子株式会社　 名古屋市瑞穂区須田町２番56号　 12,000 0.71

計 － 1,119,960 66.92

 

 

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 - - -

議決権制限株式（自己株式等） - - -

議決権制限株式（その他） - - -

完全議決権株式（自己株式等） - - -

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,673,360 1,673,360 -

単元未満株式 - - -

発行済株式総数 1,673,360 - -

総株主の議決権 - 1,673,360 -

 

 

 

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

- - - - - -

計 - - - - -
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（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

３【配当政策】

　当社は、空港用地造成をはじめとした開業時における設備投資により、多大な有利子負債を抱えております。この

有利子負債の確実な返済を目的に「中部国際空港の設置及び管理に関する法律」（平成10年3月31日法律第36号）第

10条に基づき、「中部国際空港整備準備金」として事業から得られた利益より積立を行うことで法人所得税納付の繰

延を行っています。そして、当連結グループが直面している経営環境の激変に対応するため、現在の需要喚起や路線

拡大の取組みを維持しつつ、商業事業収入の更なる増大やコスト増の抑制など経営基盤の安定化に努め、当面は、有

利子負債の圧縮を最優先課題ととらえ、財務体質の強化に注力してまいります。

なお、当社は、株主総会の決議により毎年３月31日の最終株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権

者に対して金銭による剰余金の配当を行うと定款で定めています。また、「中部国際空港の設置及び管理に関する法

律」（平成10年3月31日法律第36号）第17条に基づき、剰余金の配当その他の剰余金の処分の決議は、国土交通大臣

の認可を受けなければ、その効力を生じません。

４【株価の推移】

　当社株式は非上場ですので、該当事項はありません。
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５【役員の状況】

男性１０名　女性-名　（役員のうち女性の比率-％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役社長 代表取締役 友添　雅直 昭和29年３月25日生

 
昭和52年４月 トヨタ自動車販売㈱入社

平成13年１月 米国トヨタ自動車販売㈱出向

平成17年６月 トヨタ自動車㈱常務役員

平成23年４月 同社専務役員

トヨタモーターノースアメリカ㈱

上級副社長

平成24年６月 ㈱トヨタモーターセールス＆マー

ケティング代表取締役社長（現

任）

平成27年６月 中部国際空港情報通信㈱代表取締

役社長（現任）

平成27年６月 中部国際空港旅客サービス㈱代表

取締役社長（現任）

平成27年６月 当社代表取締役社長（現任）

 

注３ -

取締役副社長 代表取締役 各務　正人 昭和29年１月４日生

 
平成26年６月 中部国際空港エネルギー供給㈱代

表取締役社長（現任）

平成26年６月

 
平成26年６月

中部国際空港施設サービス㈱代表

取締役社長（現任）

中部国際空港給油施設㈱代表取締

役社長（現任）

平成26年６月 当社代表取締役副社長（現任）
 

注３ 11

取締役
執行役員

空港運用本部長
舘　　剛史 昭和29年２月23日生

 
平成21年６月

 

当社取締役執行役員業務推進本部

長

平成23年６月

 
平成27年６月

当社取締役執行役員営業推進本部

長

当社取締役執行役員空港運用本部

長（現任）
 

注３ 2

取締役

執行役員

営業推進本部長

（中期経営戦略

担当兼務）

尾頭　嘉明 昭和30年６月29日生

 
平成15年４月 当社営業部長

平成19年６月

平成23年６月

 
平成27年６月

当社執行役員

当社取締役執行役員（航空営業・

経営企画担当）

当社取締役執行役員営業推進本部

長（中期経営戦略担当兼務）（現

任）
 

注３ 10

取締役

執行役員

経営企画・総務

担当

近藤　正人 昭和29年６月17日生

 
昭和54年４月 愛知県入庁

平成19年４月 同県県民生活部学事振興課私学振

興室長

平成21年４月

平成22年４月

平成23年４月

同県環境部環境政策課長

同県環境部次長

同県地域振興部次長

平成24年４月

平成26年４月

平成27年６月

同県地域振興部長

同県会計管理者兼会計局長

当社取締役執行役員（経営企画・

総務担当）（現任）
 

注３ -
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役

執行役員

財務・調達・業

務サポートセン

ター担当

前田　憲輝 昭和33年８月29日生

 
昭和56年４月 ㈱東海銀行入行

平成13年３月 同行尾張旭支店長

平成15年４月

 
平成18年１月

 

㈱UFJ銀行桑名法人営業部長兼桑名

支店長兼桑名地区営業部長

㈱三菱東京UFJ銀行人事部（名古

屋）副部長兼人事部人材開発室

（名古屋）室長

平成20年１月

平成21年６月

 
平成27年６月

同行大津町支社長

当社執行役員（グループ経営・財

務担当）

当社取締役執行役員（財務・調

達・業務サポートセンター担当）

（現任）
 

注３ 2

取締役 非常勤 宮澤　勝己 昭和27年１月１日生

 
昭和52年４月 日本国有鉄道入社

昭和62年４月 東海旅客鉄道㈱入社

平成６年６月 同社静岡支社管理部長

平成10年６月

平成16年７月

平成18年６月

平成22年６月

平成24年６月

平成24年６月

 
平成26年６月

同社総合企画本部経営管理部長

同社広報部長

同社取締役広報部長

同社常務取締役広報部長

当社非常勤取締役（現任）

東海旅客鉄道㈱取締役専務執行役

員総合企画本部長

同社取締役専務執行役員総合企画

部長、財務担当（現任）
 

注３ -

監査役 常勤 中山　厚 昭和33年４月13日生

 
昭和56年４月 大蔵省入省

平成元年５月 在リオ・デ・ジャネイロ日本国総

領事館領事

平成10年12月 東京国税局調査第一部長

平成18年７月

平成25年６月

平成26年７月

平成27年６月

東京税関総務部長

東海財務局長

国税不服審判所次長

当社常勤監査役（現任）
 

注４ -

監査役 常勤 葛迫　憲治 昭和29年５月３日生

 
昭和52年４月 名古屋市入庁

平成15年４月 同市市民経済局総務課長

平成18年４月 同市市民経済局地域振興部長

平成21年４月

 
平成22年４月

平成24年４月

平成25年４月

平成27年６月

同市市民経済局理事（文化・地域

振興・人権担当）

同市総務局副局長

同市市長室長

同市総務局長

当社常勤監査役（現任）
 

注５ -

監査役 非常勤 佐藤　正昭 昭和25年２月９日生

 
昭和51年４月 自治省入省

平成元年４月 公営企業金融公庫調査役

平成７年４月 広島市企画調整局理事

平成８年４月

平成11年７月

平成16年４月

 
平成21年６月

平成23年６月

平成27年６月

同市財政局長

地方職員共済組合事務局長

財団法人消防試験研究センター常

務理事

みずほ信託銀行㈱顧問

当社常勤監査役

当社非常勤監査役（現任）
 

注５ -

計 25

　（注）１．取締役宮澤勝己氏は、社外取締役です。

　　　　２．監査役中山厚氏、葛迫憲治氏及び佐藤正昭氏は、社外監査役です。

　　　　３．平成27年６月24日開催の定時株主総会における選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会終結の時までとなります。
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　　　　４．平成27年６月24日開催の定時株主総会において退任取締役の補欠として選任されており、任期は、定款の定

めにより、退任取締役の任期満了（平成25年６月25日開催の定時株主総会における選任後4年以内に終了する

事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時）までとなります。

５．平成27年６月24日開催の定時株主総会における選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会終結の時までとなります。

６．当社では、経営の意思決定及び経営監視機能と業務執行機能を分離し、取締役の経営責任を明確化するとと

もに業務執行機能の強化を図るため、執行役員制度を採用しています。

　　　　　　執行役員は以下の７名です。

常務執行役員空港運用本部長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　舘　　剛史

執行役員営業推進本部長（中期経営戦略担当兼務）　　　　　　　　　尾頭　嘉明

執行役員（経営企画・総務担当）　　　　　　　　　　　　　　　　　近藤　正人

執行役員（財務・調達・業務サポートセンター担当）　　　　　　　　前田　憲輝

執行役員（地域連携・第二滑走路担当）　　　　　　　　　　　　　　上用　敏弘

執行役員（セントレアオペレーションセンター・運航支援担当）　　　倉野　博己

執行役員（商業事業担当）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大村　卓久
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、安全性・利便性・経済性に優れた競争力のある国際拠点空港の実現を目指すとともに、健全で効率的な

経営を実現することにより、企業価値を高め、株主やお客様の皆様から評価される企業として発展していくことを

経営の目標としています。

この経営目標の達成に向けて、経営責任の明確化、意思決定の透明性の向上などの経営管理体制を整備するとと

もに、コンプライアンスの徹底、リスク管理体制の構築を積極的に進めながら、コーポレート・ガバナンスを充実

させていくことを経営上の重要課題としています。

 

② 会社機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

(a) 会社の機関

当社は、株主総会、取締役のほか、取締役会、監査役、監査役会及び会計監査人を設置しています。

取締役会は、取締役７名（うち社外取締役１名）で構成され、当社の業務執行を決定し、取締役の職務の執行

を監督しています。また、当社は、経営の意思決定及び経営監視機能と業務執行機能を分離し、取締役の経営責

任を明確にするとともに、業務執行の機能強化を図るため、執行役員制度を導入しています。この執行役員は、

取締役会で選任され、取締役会が決定した経営の基本方針に基づき、代表取締役の指揮命令下で業務を遂行して

いくものです。その上で、重要な業務執行課題への対応については、執行役員等で構成される経営会議を設置

し、十分な議論を行う仕組みを構築しています。

(b) 会社の業務執行及び監視体制

(c) 会社の内部統制システムの整備状況

当社の内部統制システムについては、各部の所掌業務・責任を明確にしたうえ、業務遂行上必要なものについ

ては、規程及び体制を整備し、正確な業務遂行に努めています。

当社は、平成18年５月に会社法第362条第４項第６号の定めによる内部統制システムの構築の基本方針を決議

し、平成19年４月にその基本方針を具体化したセントレアグループにおける内部統制システムの構築について決

議しました。また、平成19年５月には「セントレアグループ企業行動規範」を定めました。更に、平成20年３月

には「セントレアグループコンプライアンス規程」及び内部通報制度を定めました。そして平成27年５月の「会

社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）施行に伴い、同年６月にセントレアグループにおける内部

統制システムの内容の一部修正及び追加について決議しております。今後も、現在の規程及び体制に加え、全取

締役、社員の適正な職務執行を確保する体制を引き続き整備する予定です。
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(d) 監査役監査及び内部監査の状況

監査役監査については、監査役３名（全員が社外監査役）で構成する監査役会で定めた監査の方針等に基づ

き、取締役会や経営会議等の重要な会議への出席及び重要事項に関する各担当部署の監査等を通じて、取締役の

職務執行状況を監査しています。

内部監査については、内部監査室（３名）が内部監査実施計画に基づき、当社及び関係会社を対象に内部統制

やリスク管理の観点から監査を行い、業務遂行状況をモニタリングし、改善等の助言・提案を行っています。

(e) 会計監査の状況

会計監査については、当社と監査契約を締結している有限責任監査法人トーマツが会社法及び金融商品取引法

に基づく監査を実施しています。当期において当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、水上圭祐氏、淺井

明紀子氏です。また、当社の会計監査業務に係る補助者は公認会計士10名、その他17名で構成されています。

監査役、内部監査室及び会計監査人は、それぞれの監査計画の策定及び実施において、定期的な打合せや随時

情報交換を行い、効率的な職務遂行を図っています。

(f) 社外取締役及び社外監査役との関係

取締役７名のうち宮澤勝己氏は、社外取締役です。同氏は、当社株主である東海旅客鉄道株式会社の取締役専

務執行役員を兼任していますが、特記すべき利害関係はありません。同氏はジェイアールセントラルビル株式会

社の社外取締役及び株式会社ジェイアール東海髙島屋の社外取締役も兼任していますが、当社と兼職先との間に

は特別な関係はありません。

また、社外監査役については、特記すべき利害関係はありません。

③ リスク管理体制の整備の状況

当社は、事業に関する各種リスクに対し、「セントレアグループリスク管理方針」を定め、安全で安心な空港機

能の維持と健全な企業経営に悪影響を及ぼすおそれのあるすべての要因を「リスク」と定義し、適切に対応する体

制を整備しています。また、内部統制システム・コンプライアンス体制についても、「セントレアグループコンプ

ライアンス規程」及び内部通報制度を定め、企業活動におけるコンプライアンス確保に努めており、今後も継続し

て損失の危機の管理に関する規程その他の体制を整備する予定です。

④ 役員報酬の内容

当期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬等は以下のとおりです。

役員報酬：   

　取締役に支払った報酬等 71百万円 

　（うち社外取締役に支払った報酬等 1百万円）

　監査役に支払った報酬等 40百万円 

　（うち社外監査役に支払った報酬等 40百万円）

　　計 111百万円 

(注) 上記の監査役の報酬等の額には、当期中に役員退職慰労引当金として繰り入れた５百万円を含んでいます。

 

⑤ 取締役の定数

　当社の取締役は８名以内とする旨定款に定めています。

⑥ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めています。

また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めています。

⑦ 取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役が期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項の定めにより、取

締役会の決議によって、任務を怠ったことによる取締役（取締役であったものを含む。）及び監査役（監査役で

あったものを含む。）の損害賠償責任を法令の限度において免除することができる旨定款に定めています。
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⑧ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めています。これは、株主総

会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものです。

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 16 - 17 -

連結子会社 3 - 3 -

計 20 - 21 -

 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

　個別に監査報酬の決定方針を定めてはいませんが、提示された監査計画及び報酬内容を精査の上、監査公認会

計士に対する監査報酬を決定しています。また、その金額は会社法第399条に基づき監査役会の同意を得ていま

す。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しています。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。

   また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成していま

す。

 

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成26年４月１日から平成27年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）の財務諸表について、有限

責任監査法人トーマツにより監査を受けています。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っています。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、会計基準設定

主体等の行う研修に参加しています。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,301 9,805

売掛金 2,737 3,113

たな卸資産 ※１ 1,213 ※１ 1,489

繰延税金資産 311 279

その他 713 585

貸倒引当金 △8 △8

流動資産合計 14,269 15,265

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※３,※４ 138,196 ※３,※４ 128,599

機械装置及び運搬具（純額） ※３,※４ 6,831 ※３,※４ 6,343

土地 290,225 290,225

リース資産（純額） 34 67

建設仮勘定 113 507

その他（純額） ※３,※４ 2,696 ※３ 2,535

有形固定資産合計 ※２ 438,098 ※２ 428,278

無形固定資産   

ソフトウエア ※３ 1,081 ※３ 963

水道施設利用権 4,947 4,754

その他 367 314

無形固定資産合計 6,396 6,032

投資その他の資産   

長期前払費用 12,604 12,152

繰延税金資産 67 65

その他 7 65

貸倒引当金 - △59

投資その他の資産合計 12,679 12,224

固定資産合計 457,175 446,535

繰延資産   

社債発行費 275 310

繰延資産合計 275 310

資産合計 ※４ 471,720 ※４ 462,111
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,003 1,368

短期借入金 10,300 10,000

1年内償還予定の社債 ※４ 51,479 ※４ 34,996

1年内返済予定の長期借入金 ※４ 3,921 ※４ 4,240

リース債務 11 19

未払法人税等 309 472

賞与引当金 488 532

ポイント引当金 22 22

その他 3,119 3,402

流動負債合計 70,656 55,054

固定負債   

社債 ※４ 144,672 ※４ 151,200

長期借入金 ※４ 169,392 ※４ 165,151

リース債務 25 54

繰延税金負債 115 902

役員退職慰労引当金 11 17

退職給付に係る負債 579 669

その他 1,315 1,331

固定負債合計 316,113 319,326

負債合計 386,769 374,380

純資産の部   

株主資本   

資本金 83,668 83,668

利益剰余金 325 3,090

株主資本合計 83,993 86,758

少数株主持分 957 972

純資産合計 84,951 87,730

負債純資産合計 471,720 462,111
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

売上高 46,010 49,280

売上原価 ※１ 33,017 ※１ 35,260

売上総利益 12,992 14,020

販売費及び一般管理費 ※２ 7,562 ※２ 8,350

営業利益 5,429 5,670

営業外収益   

受取利息 2 4

店舗什器等負担金受入額 - 12

工事負担金受入額 31 43

補助金収入 - 13

業務受託料 10 13

その他 38 29

営業外収益合計 83 116

営業外費用   

支払利息 1,570 1,333

その他 126 130

営業外費用合計 1,696 1,464

経常利益 3,816 4,322

特別損失   

固定資産除却損 ※３ 310 ※３ 216

減損損失 - ※４ 27

特別損失合計 310 244

税金等調整前当期純利益 3,506 4,078

法人税、住民税及び事業税 331 478

法人税等調整額 △140 819

法人税等合計 190 1,298

少数株主損益調整前当期純利益 3,315 2,779

少数株主利益又は少数株主損失（△） △12 14

当期純利益 3,328 2,764
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 3,315 2,779

包括利益 3,315 2,779

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 3,328 2,764

少数株主に係る包括利益 △12 14
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本
少数株主持分 純資産合計

 資本金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 83,668 △3,002 80,665 1,012 81,677

当期変動額      

当期純利益  3,328 3,328  3,328

連結子会社株式の取得によ
る持分の増減    △42 △42

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

   △12 △12

当期変動額合計 - 3,328 3,328 △54 3,273

当期末残高 83,668 325 83,993 957 84,951

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本
少数株主持分 純資産合計

 資本金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 83,668 325 83,993 957 84,951

当期変動額      

当期純利益  2,764 2,764  2,764

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

   14 14

当期変動額合計 - 2,764 2,764 14 2,779

当期末残高 83,668 3,090 86,758 972 87,730
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 3,506 4,078

減価償却費 13,003 12,982

減損損失 - 27

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △31 5

賞与引当金の増減額（△は減少） 44 43

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2 59

ポイント引当金の増減額（△は減少） 4 0

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 83 89

受取利息 △2 △4

支払利息 1,570 1,333

為替差損益（△は益） △3 △1

固定資産除却損 337 254

売上債権の増減額（△は増加） △24 △376

たな卸資産の増減額（△は増加） △160 △275

仕入債務の増減額（△は減少） 173 364

未払消費税等の増減額（△は減少） 119 47

その他 229 439

小計 18,853 19,068

利息の受取額 2 4

利息の支払額 △1,530 △1,293

法人税等の支払額 △212 △355

営業活動によるキャッシュ・フロー 17,114 17,424

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,019 △2,362

無形固定資産の取得による支出 △631 △308

子会社株式の取得による支出 △49 -

投資その他の資産の取得による支出 △0 △0

投資その他の資産の減少による収入 3 1

その他 52 △7

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,645 △2,677

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 300 △300

長期借入金の返済による支出 △3,258 △3,921

社債の発行による支出 △15 △112

社債の発行による収入 4,700 41,500

社債の償還による支出 △17,310 △51,500

その他 △14 △11

財務活動によるキャッシュ・フロー △15,598 △14,345
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

現金及び現金同等物に係る換算差額 3 1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △126 402

現金及び現金同等物の期首残高 9,915 9,789

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 9,789 ※ 10,192
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

　連結子会社の数 5社

連結子会社の名称

中部国際空港エネルギー供給㈱

中部国際空港情報通信㈱

中部国際空港旅客サービス㈱

中部国際空港施設サービス㈱

中部国際空港給油施設㈱

 

２．持分法の適用に関する事項

　非連結子会社及び関連会社はないため持分法は適用していません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

 すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しています。

 

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産

  a．商品

　主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）によっています。

 　b．貯蔵品

　主として最終仕入原価法による原価法によっています。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

 定額法によっています。

　なお、主な耐用年数は次のとおりです。

　建物及び構築物　　　２年～60年

　機械装置及び運搬具　４年～22年

② 無形固定資産

　定額法によっています。

　なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっていま

す。

③ リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

④ 長期前払費用

　定額法によっています。

(3) 重要な繰延資産の処理方法

　　社債発行費

　　　社債の償還までの期間にわたり均等償却しています。

(4) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しています。

② 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上しています。

③ ポイント引当金

　カード会員に付与したポイントの使用による費用負担に備えるため、当連結会計年度末におけるポイント残

高に対する将来の使用見積り額を計上しています。

④ 役員退職慰労引当金

　当社の監査役の退任慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しています。
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(5) 退職給付に係る会計処理の方法

　当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算には、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

　金利スワップの特例処理によっています。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段…金利スワップ

 ヘッジ対象…変動金利による借入金

③ ヘッジ方針

　将来の金利の変動によるリスクを回避する目的で行っており、投機的な取引を行わない方針です。

④ ヘッジ有効性評価の方法

　　特例処理の要件を充足する金利スワップであるため、有効性の評価を省略しています。

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資等からなっています。

(8) その他の連結財務諸表作成のための重要な事項

　　① 消費税等の会計処理

　税抜方式によっています。

　　② 連結納税制度の適用

 連結納税制度を適用しています。

 

 

（連結貸借対照表関係）

※１　たな卸資産の内訳は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

商品及び製品 954百万円 1,189百万円

原材料及び貯蔵品 259 300

 

※２　有形固定資産の減価償却累計額

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

有形固定資産の減価償却累計額 115,593百万円 126,379百万円

 

※３　国庫補助金等により取得原価から控除した固定資産の圧縮記帳累計額は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

建物及び構築物 67百万円 67百万円

機械装置及び運搬具 1,468 1,461

有形固定資産その他 20 20

ソフトウエア 15 15

計 1,571 1,564

 

※４　担保に供している資産

(1)中部国際空港の設置及び管理に関する法律（平成10年法律第36号）第７条の規定により、当社の財産を社債の

一般担保に供しています。社債の金額は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

社債（額面） 196,300百万円 186,300百万円
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(2)担保に供している資産は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

建物及び構築物 46,920百万円 43,682百万円

機械装置及び運搬具 1,235 36

有形固定資産その他 0 -

計 48,155 43,719

 

　 担保付債務は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

１年内返済予定の長期借入金 495百万円 335百万円

長期借入金 2,685 2,349

計 3,181 2,685
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（連結損益計算書関係）

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれていま

す。

前連結会計年度
（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

0百万円 0百万円

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

従業員給与 2,276百万円 2,381百万円

賞与引当金繰入額 312 342

退職給付費用 64 71

 

※３　固定資産除却損の内容は、次のとおりです。

 
　前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

　当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

建物及び構築物 61百万円 111百万円

機械装置及び運搬具 26 7

建設仮勘定 88 6

有形固定資産その他 123 66

ソフトウエア 7 8

無形固定資産その他 - 0

固定資産撤去費用 3 16

計 310 216

 

 ※４　減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しています。

場所 用途 種類

愛知県常滑市 遊休資産 建物及び構築物、機械装置及び運搬具、その他

当社グループは、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っています。

当連結会計年度において、店舗閉鎖に伴い今後、営業活動に供する見込みがない遊休資産については、実質的な

価値はないものと判断されるため、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（27百万円）として特別損失

に計上しています。その内訳は、建物及び構築物26百万円、機械装置及び運搬具0百万円、その他1百万円です。な

お、回収可能価額として正味売却価額を零として評価しております。

 

 

 

（連結包括利益計算書関係）

　該当事項はありません。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 1,673,360 - - 1,673,360

合計 1,673,360 - - 1,673,360

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 1,673,360 - - 1,673,360

合計 1,673,360 - - 1,673,360

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

　該当事項はありません。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりです。

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

現金及び預金勘定 9,301百万円 9,805百万円

流動資産「その他」勘定（預け金） 488 386 

現金及び現金同等物 9,789 10,192 
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（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

有形固定資産

主として、空港事業における車両（機械装置及び運搬具）です。

② リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項 (2)重要な減価償却資産の減

価償却の方法」に記載のとおりです。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

 当連結グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達していま

す。資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達していま

す。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針で

す。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されていますが、債権管理規程に従い、取引相手ごと

に期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っており

ます。

　営業債務である買掛金は、一部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されていますが、そ

のほとんどが１ヶ月以内の支払期日です。

　社債及び借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日及び返済日は最長で

決算日後29年です。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されていますが、デリバティブ取引（金利ス

ワップ取引）を利用してヘッジしています。

　デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取

引です。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等

については、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項

(6)重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、債権管理規程に従い、営業債権について、資金担当部門が主要な取引先の状況を定期的に

モニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収

懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて、同

様の管理を行っています。

　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リス

クはほとんどないと認識しています。

②　市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

　借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用しています。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内規程に従い、

資金担当部門が決裁担当者の承認を得て行っています。取引実績については、半期毎に経営会議に報

告しています。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許

流動性の維持などにより流動性リスクを管理しています。連結子会社においても同様の管理を行って

います。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけ

るデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを

示すものではありません。

 

EDINET提出書類

中部国際空港株式会社(E04362)

有価証券報告書

44/76



２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 連結貸借対照表計上額 時価（百万円） 差額（百万円）

 （百万円）   

①現金及び預金 9,301 9,301 -

②売掛金 2,737 2,737 -

 資産計 12,038 12,038 -

①買掛金 1,003 1,003 -

②短期借入金 10,300 10,300 -

③社債（１年内償還予定額を

含む）
196,151 198,183 2,031

④長期借入金（１年内返済予

定額を含む）
173,313 152,926 △20,386

 負債計 380,769 362,413 △18,355

　デリバティブ取引 - - -

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

 連結貸借対照表計上額 時価（百万円） 差額（百万円）

 （百万円）   

①現金及び預金 9,805 9,805 -

②売掛金 3,113 3,113 -

 資産計 12,919 12,919 -

①買掛金 1,368 1,368 -

②短期借入金 10,000 10,000 -

③社債（１年内償還予定額を

含む）
186,196 188,773 2,576

④長期借入金（１年内返済予

定額を含む）
169,392 156,218 △13,173

 負債計 366,957 356,361 △10,596

　デリバティブ取引 - - -

(注)１． 金融商品の時価の算定並びにデリバティブ取引に関する事項

資　産

①現金及び預金、②売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

負　債

①買掛金、②短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

③社債（１年内償還予定額を含む）

　社債の時価については、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現

在価値により算定しています。

④長期借入金（１年内返済予定額を含む）

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて

算定する方法によっています。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記

「デリバティブ取引」参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行っ

た場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっています。

デリバティブ取引

　注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。
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　　２．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内

(百万円）

１年超

５年以内

 (百万円）

５年超

10年以内

 (百万円）

10年超

 (百万円）

　現金及び預金 9,301 - - -

　売掛金 2,737 - - -

　合計 12,038 - - -

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内

(百万円）

１年超

５年以内

 (百万円）

５年超

10年以内

 (百万円）

10年超

 (百万円）

　現金及び預金 9,805 - - -

　売掛金 3,113 - - -

　合計 12,919 - - -

 

　　３．社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超２年以内

（百万円）

２年超３年以内

（百万円）

３年超４年以内

（百万円）

４年超５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

　短期借入金 10,300 - - - - -

　社債 51,479 34,991 19,989 10,000 31,676 48,014

　長期借入金 3,921 4,240 26,569 6,599 7,474 124,509

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超２年以内

（百万円）

２年超３年以内

（百万円）

３年超４年以内

（百万円）

４年超５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

　短期借入金 10,000 - - - - -

　社債 34,996 19,992 10,000 31,681 16,386 73,139

　長期借入金 4,240 26,569 6,599 7,474 8,075 116,433
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（有価証券関係）

　該当事項はありません。

（デリバティブ取引関係）

　１. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　 　該当事項はありません。

 

　２. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　　 金利関連

　　前連結会計年度（平成26年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

 

金利スワップの特
例処理

金利スワップ取引      

変動受取・固定
支払

　長期借入金 21,130 21,000 　（注）  

　(注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

　　当連結会計年度（平成27年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

 

金利スワップの特
例処理

金利スワップ取引      

変動受取・固定
支払

　長期借入金 21,000 21,000 　（注）  

　(注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

 当連結グループは、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けています。

　なお、当連結グループが有する退職一時金制度は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係

る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。

 

２．確定給付制度

（１）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

　退職給付に係る負債の期首残高 496百万円 579百万円

　　退職給付費用 99 113

　　退職給付の支払額 △15 △23

　退職給付に係る負債の期末残高 579 669

 

（２）退職給付費用

　　　簡便法で計算した退職給付費用　　　前連結会計年度99百万円　　　当連結会計年度113百万円

 

 

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成27年３月31日）

繰延税金資産    

賞与引当金 174百万円 178百万円

ポイント引当金 7  7

未払事業税 53  29

未払費用 43  46

退職給付に係る負債 205  219

役員退職慰労引当金 5  5

長期未払金 1  4

減損損失 99  77

繰越欠損金 41  13

その他 46  45

繰延税金資産小計 679  627

評価性引当額 △108  △93

繰延税金資産合計 571  534

繰延税金負債    

　中部国際空港整備準備金 △308  △1,091

繰延税金負債合計 △308  △1,091

繰延税金資産の純額 263  △556

 （注）　前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれ

ています。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成27年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 311百万円 279百万円

固定資産－繰延税金資産 67  65

固定負債－繰延税金負債 △115  △902

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成27年３月31日）

法定実効税率 37.3％  34.9％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1  0.3

住民税均等割 0.2  0.2

評価性引当額の増減 △28.3  △0.4

固定資産等の未実現利益の実現 △0.3  △0.2

連結納税適用による影響 △3.3  -

税率変更による期末繰延税金資産の減額 0.6  △1.8

その他 △0.9  △1.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 5.4  31.9

 

 

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成27年

法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率の引下げ及

び法人事業税の標準税率の引下げが行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に

使用した法定実効税率は従来の34.9％から、平成27年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異に

ついては32.4％に、平成28年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については31.7％とな

ります。

なお、この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産を控除した金額）が72百万円減少し、法人税等調整

額（借方）が72百万円減少しています。
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（賃貸等不動産関係）

当社では、愛知県常滑市において、賃貸用の土地、オフィスビル（土地を含む。）及び時間貸駐車場を有していま

す。前連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は4,400百万円です。当連結会計年度における当該

賃貸等不動産に関する賃貸損益は4,485百万円です。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりです。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

連結貸借対照表計上額   

 期首残高 47,743 46,829

 期中増減額 △913 △707

 期末残高 46,829 46,122

期末時価 82,712 83,667

 (注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な減少額は減価償却費（750百万円）です。当連結会計年度の主な減

少額は減価償却費（747百万円）です。

３．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用い

て調整を行ったものを含む。）です。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

     当連結グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものです。

     当連結グループは提供するサービス別にセグメントを識別しており、空港運営を主体とした「空港事

業」、空港の魅力を高める「商業事業」、空港・商業双方の事業を支えるインフラとしての「交通アク

セス施設事業」の３つを報告セグメントとしています。

　　　「空港事業」は、航空保安施設、航空旅客サービス施設及び航空貨物取扱施設の設置及び管理、その

他空港の運営を図るうえで必要な事業を行っています。「商業事業」は、中部国際空港施設内の免税

店、小売店、飲食店等の直営店舗の運営及び商業テナント管理事業等を行っています。「交通アクセス

施設事業」は、中部国際空港への交通アクセス施設、有料駐車場の運営管理事業等を行っています。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益、資産、その他の項目の金額の算定方法

     報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一です。

　　　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値です。

　　　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいています。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益、資産、その他の項目の金額に関する情報

　　前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

連結財務
諸表計上額
（注）２ 空港 商業

交通アク
セス施設

計

売上高       

外部顧客への売上高 25,181 18,355 2,473 46,010 － 46,010

セグメント間の内部売上高又

は振替高
1,055 677 273 2,006 △2,006 －

計 26,236 19,033 2,747 48,017 △2,006 46,010

セグメント利益 2,464 2,892 23 5,380 49 5,429

セグメント資産 404,437 17,328 39,149 460,915 10,804 471,720

その他の項目       

減価償却費 10,422 1,130 1,450 13,003 － 13,003

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
964 329 66 1,360 － 1,360

　(注) １．調整額は、以下のとおりです。

 (1) セグメント利益の調整額49百万円は営業外取引との相殺消去額です。

 (2) セグメント資産の調整額10,804百万円には、セグメント間の相殺消去△14百万円、全社資産10,819百万円

が含まれています。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っています。
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　　当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

連結財務
諸表計上額
（注）２ 空港 商業

交通アク
セス施設

計

売上高       

外部顧客への売上高 25,892 21,000 2,388 49,280 - 49,280

セグメント間の内部売上高又

は振替高
1,232 549 326 2,108 △2,108 -

計 27,124 21,549 2,714 51,389 △2,108 49,280

セグメント利益又は損失（△） 2,406 3,311 △94 5,622 47 5,670

セグメント資産 395,978 17,430 37,793 451,202 10,909 462,111

その他の項目       

減価償却費 10,374 1,165 1,443 12,982 - 12,982

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
2,056 482 59 2,598 - 2,598

　(注) １．調整額は、以下のとおりです。

 (1) セグメント利益の調整額47百万円は営業外取引との相殺消去額です。

 (2) セグメント資産の調整額10,909百万円には、セグメント間の相殺消去△16百万円、全社資産10,925百万円

が含まれています。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っています。
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【関連情報】

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

                                                                                 （単位：百万円）
 

 空港 商業 交通アクセス施設 合計

外部顧客への売上高 25,181 18,355 2,473 46,010

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しています。

 

(2) 有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しています。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　特定の顧客に対する売上高で連結損益計算書の売上高の10％以上を占めるものがないため、記載を省略

しています。

 

当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

                                                                                 （単位：百万円）
 

 空港 商業 交通アクセス施設 合計

外部顧客への売上高 25,892 21,000 2,388 49,280

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しています。

 

(2) 有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しています。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　特定の顧客に対する売上高で連結損益計算書の売上高の10％以上を占めるものがないため、記載を省略

しています。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　平成25年４月1日　至　平成26年３月31日）

 該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成26年４月1日　至　平成27年３月31日）

    （単位：百万円）

 空港 商業 交通アクセス施設 合計

減損損失 - 27 - 27

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

主要株主

国土交通省

（国土交通

大臣）

東京都

千代田区
-
国土交通

行政

（被所有）

直接 39.99

土地の賃貸

及び資金の

借入等

資金の借入

（注）１
-

１年内返済

予定の長期

借入金

3,159

長期借入金 112,379

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

主要株主

国土交通省

（国土交通

大臣）

 

東京都

千代田区

 

-
国土交通

行政

（被所有）

直接 39.99

土地の賃貸

及び資金の

借入等

資金の借入

（注）１
-

１年内返済

予定の長期

借入金

長期借入金

 
 

3,647
 

108,739

工事負担金

の受入

（注）２

 

26 未収入金 29

　（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

　　１．資金の借入については無利息、無担保です。

　　２．工事負担金収入については、当社における取引価格を勘案し、決定しています。

 

 

（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

１株当たり純資産額 50,194.73円 51,847.00円

１株当たり当期純利益 1,989.02円 1,652.27円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

　　　２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

純資産の部の合計（百万円） 84,951 87,730

純資産の部の合計から控除する金額

（百万円）
957 972

（うち少数株主持分（百万円）） (957) (972)

普通株式に係る純資産額（百万円） 83,993 86,758

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（株）
1,673,360 1,673,360

　　　３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当期純利益（百万円） 3,328 2,764

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,328 2,764

期中平均株式数（株） 1,673,360 1,673,360
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（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率
（％）

担保 償還期限

  平成 年 月 日     平成 年 月 日

中部国際空港株式会社 政府保証第７回社債 21. ３. 16 9,992 - 0.80 一般担保 27. ３. 16

中部国際空港株式会社 政府保証第８回社債 21. ３. 16 6,676 6,681 1.30 一般担保 31. ３. 15

中部国際空港株式会社 政府保証第９回社債 22. ３. 16 9,991
9,996

(9,996)
0.60 一般担保 28. ３. 16

中部国際空港株式会社 政府保証第10回社債 22. ３. 16 4,583 4,586 1.30 一般担保 32. ３. 16

中部国際空港株式会社 政府保証第11回社債 23. ２. 23 9,989 9,992 0.70 一般担保 29. ２. 23

中部国際空港株式会社 政府保証第12回社債 23. ３. ９ 29,987 - 0.40 一般担保 27. ３. ９

中部国際空港株式会社 政府保証第13回社債 23. ３. 15 6,790 6,791 1.30 一般担保 33. ３. 15

中部国際空港株式会社 政府保証第14回社債 24. ３. ７ 10,000 10,000 0.40 一般担保 30. ３. ７

中部国際空港株式会社 政府保証第15回社債 24. ３. 15 8,840 8,847 0.90 一般担保 34. ３. 15

中部国際空港株式会社 政府保証第16回社債 25. ２. 27 25,000 25,000 0.20 一般担保 31. ２. 27

中部国際空港株式会社 政府保証第17回社債 25. ３. ７ 25,000
25,000

(25,000)
0.05 一般担保 28. ３. ７

中部国際空港株式会社 政府保証第18回社債 25. ３. 22 23,100 23,100 0.66 一般担保 35. ３. 22

中部国際空港株式会社 政府保証第19回社債 26. ３. 18 4,700 4,700 0.64 一般担保 36. ３. 18

中部国際空港株式会社 政府保証第20回社債 27. ３. ５ - 14,000 0.11 一般担保 33. ３. ５

中部国際空港株式会社 政府保証第21回社債 27. ３. 17 - 15,700 0.45 一般担保 33. ３. 17

中部国際空港株式会社
中部国際空港第１回

社債
22. ２. 25 11,500 - 0.80 一般担保 27. ２. 25

中部国際空港株式会社
中部国際空港第２回

社債
24. ２. 24 10,000 10,000 0.48 一般担保 29. ２. 24

中部国際空港株式会社
中部国際空港第３回

社債
27. ２. 23 - 11,800 0.18 一般担保 32. ２. 24

合計 － －
196,151

（51,479)

186,196

（34,996)
－ － －

　（注）１．（　）内書きは、１年内の償還予定額です。

 　　　 ２．連結決算日後５年間の償還予定額は、以下のとおりです。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

34,996 19,992 10,000 31,681 16,386
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【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 10,300 10,000 0.29 -

１年以内に返済予定の長期借入金 3,921 4,240 1.84 -

１年以内に返済予定のリース債務 11 19 - -

長期借入金

（１年以内に返済予定のものを除く。）
169,392 165,151 0.84

平成年月～年月

        28.9～56.3

リース債務

（１年以内に返済予定のものを除く。）
25 54 -

平成年月～年月

28.5～32.6

その他有利子負債 - - - -

合計 183,650 179,465 - -

　（注）１．平均利率については、無利息借入金を除いた期末借入残高に対する加重平均利率を記載しています。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載していません。

３．１年以内に返済予定の長期借入金の当期末残高のうち3,905百万円は無利息です。

４. 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の当期末残高のうち141,801百万円は無利息です。

５．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は、

以下のとおりです。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 26,569 6,599 7,474 8,075

リース債務 16 15 12 9

 

 

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。

 

 

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,947 9,287

売掛金 ※３ 2,680 ※３ 3,062

商品 950 1,185

貯蔵品 222 259

繰延税金資産 164 126

関係会社短期貸付金 1 -

その他 ※３ 817 ※３ 666

貸倒引当金 △8 △8

流動資産合計 13,775 14,579

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※１,※４ 74,373 ※１,※４ 70,031

構築物 63,424 58,172

機械及び装置 ※１ 5,508 ※１ 5,192

車両運搬具 38 44

工具、器具及び備品 ※４ 2,662 ※４ 2,502

土地 290,225 290,225

リース資産 23 46

建設仮勘定 113 507

有形固定資産合計 436,369 426,723

無形固定資産   

ソフトウエア ※４ 1,080 ※４ 962

水道施設利用権 4,947 4,754

その他 142 128

無形固定資産合計 6,169 5,845

投資その他の資産   

関係会社株式 1,017 1,017

長期前払費用 12,600 12,148

その他 4 63

貸倒引当金 - △59

投資その他の資産合計 13,622 13,168

固定資産合計 456,160 445,738

繰延資産   

社債発行費 275 310

繰延資産合計 275 310

資産合計 ※１ 470,212 ※１ 460,628
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 839 1,214

短期借入金 10,300 10,000

関係会社短期借入金 916 956

1年内償還予定の社債 ※１ 51,479 ※１ 34,996

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 3,631 ※１ 4,240

未払法人税等 281 442

賞与引当金 196 210

ポイント引当金 22 22

その他 ※３ 3,272 ※３ 3,406

流動負債合計 70,940 55,489

固定負債   

社債 ※１ 144,672 ※１ 151,200

長期借入金 ※１ 169,392 ※１ 165,151

繰延税金負債 172 954

退職給付引当金 314 365

役員退職慰労引当金 11 17

その他 1,324 1,361

固定負債合計 315,887 319,051

負債合計 386,827 374,541

純資産の部   

株主資本   

資本金 83,668 83,668

利益剰余金   

その他利益剰余金   

中部国際空港整備準備金 575 2,355

繰越利益剰余金 △858 63

利益剰余金合計 △283 2,419

株主資本合計 83,384 86,087

純資産合計 83,384 86,087

負債純資産合計 470,212 460,628
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

売上高 ※２ 45,340 ※２ 48,616

売上原価 ※２ 33,096 ※２ 35,403

売上総利益 12,244 13,212

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 7,075 ※１,※２ 7,840

営業利益 5,168 5,372

営業外収益   

受取利息 2 4

受取配当金 90 70

業務受託料 58 60

工事負担金受入額 31 43

その他 32 53

営業外収益合計 215 232

営業外費用   

支払利息 229 224

社債利息 1,331 1,105

社債発行費償却 77 78

その他 44 45

営業外費用合計 1,682 1,454

経常利益 3,701 4,150

特別損失   

固定資産除却損 310 216

減損損失 - 27

特別損失合計 310 244

税引前当期純利益 3,390 3,905

法人税、住民税及び事業税 214 383

法人税等調整額 8 819

法人税等合計 222 1,202

当期純利益 3,168 2,702
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【売上原価明細表】

  
前事業年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ 商品売上原価        

１. 商品期首たな卸高  805   950   

２. 当期商品仕入高  8,581   10,275   

合計  9,387   11,226   

３. 商品期末たな卸高  950 8,436 25.5 1,185 10,040 28.4

Ⅱ その他売上原価        

１. 人件費  589   613   

２. 減価償却費  12,231   12,172   

３. その他諸経費  11,839 24,660 74.5 12,576 25,362 71.6

合計   33,096 100.0  35,403 100.0
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

     (単位：百万円)

 株主資本

純資産合計
 

資本金

利益剰余金

株主資本合計 その他利益剰余金
利益剰余金合計

 
中部国際空港整備

準備金
繰越利益剰余金

当期首残高 83,668 - △3,451 △3,451 80,216 80,216

当期変動額       

中部国際空港整備
準備金の積立

 575 △575 - - -

当期純利益   3,168 3,168 3,168 3,168

当期変動額合計 - 575 2,592 3,168 3,168 3,168

当期末残高 83,668 575 △858 △283 83,384 83,384

 

当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

     (単位：百万円)

 株主資本

純資産合計
 

資本金

利益剰余金

株主資本合計 その他利益剰余金
利益剰余金合計

 
中部国際空港整備

準備金
繰越利益剰余金

当期首残高 83,668 575 △858 △283 83,384 83,384

当期変動額       

中部国際空港整備
準備金の積立

 1,780 △1,780 - - -

当期純利益   2,702 2,702 2,702 2,702

当期変動額合計 - 1,780 922 2,702 2,702 2,702

当期末残高 83,668 2,355 63 2,419 86,087 86,087
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　　子会社株式　移動平均法による原価法によっています。

 (2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　商品　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっ

ています。

　　貯蔵品　最終仕入原価法による原価法によっています。

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　　定額法によっています。

　　なお、主な耐用年数は次のとおりです。

　　建物　　　　　　　　２年～38年

　　構築物　　　　　　　６年～60年

　　機械及び装置　　　　４年～22年

　　工具、器具及び備品　２年～20年

(2) 無形固定資産

　　定額法によっています。

　　なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっています。

(3) リース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

(4) 長期前払費用

　　定額法によっています。

 

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しています。

(2) 賞与引当金

　　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上しています。

(3) ポイント引当金

　　カード会員に付与したポイントの使用による費用負担に備えるため、当事業年度末におけるポイント残高に対する

将来の使用見積り額を計上しています。

(4) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しています。退職給付

引当金及び退職給付費用の計算には、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便

法を適用しています。

(5) 役員退職慰労引当金

　　監査役の退任慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しています。
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４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 繰延資産の処理方法

 社債発行費  社債の償還までの期間にわたり均等償却しています。

(2) ヘッジ会計の方法

　イ.ヘッジ会計の方法

  金利スワップの特例処理によっています。

　ロ.ヘッジ手段とヘッジ対象

   ヘッジ手段…金利スワップ

　　ヘッジ対象…変動金利による借入金

　ハ.ヘッジ方針

  将来の金利の変動によるリスクを回避する目的で行っており、投機的な取引を行わない方針です。

　ニ.ヘッジ有効性評価の方法

  特例処理の要件を充足する金利スワップであるため、有効性の評価を省略しています。

(3) 消費税等の会計処理

　　税抜方式によっています。

(4) 連結納税制度の適用

　　連結納税制度を適用しています。

 

 

（貸借対照表関係）

※１　担保に供している資産及び担保付債務

(1) 中部国際空港の設置及び管理に関する法律（平成10年法律第36号）第７条の規定により、財産を社債の一般担

保に供しています。社債の金額は、次のとおりです。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

社債（額面） 196,300百万円 186,300百万円

 

(2) 担保に供している資産は、次のとおりです。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

建物 46,469百万円 43,682百万円

機械及び装置 42 36

計 46,511 43,719

 

　 担保付債務は、次のとおりです。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

１年内返済予定の長期借入金 335百万円 335百万円

長期借入金 2,685 2,349

計 3,021 2,685

 

２　保証債務

　下記の子会社について、金融機関からの借入に対して、次のとおり債務保証を行っています。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

中部国際空港エネルギー供給㈱ 290百万円 -百万円

 

※３　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

短期金銭債権 142百万円 127百万円

短期金銭債務 941 1,092
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※４　国庫補助金等により取得原価から控除した固定資産の圧縮記帳累計額

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

建物 6百万円 6百万円

工具、器具及び備品 19 19

ソフトウエア 15 15

計 40 40
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（損益計算書関係）

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度57％、当事業年度57％、一般管理費に属する費用のおおよそ

の割合は前事業年度43％、当事業年度43％です。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりです。

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

従業員給与 937百万円 979百万円

賞与引当金繰入額 141 146

退職給付費用 41 44

業務委託費 2,585 2,766

減価償却費 502 539

 

※２　関係会社との取引高

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

営業取引による取引高

　売上高

　営業費用

 

781百万円

8,034

 

796百万円

8,801

営業取引高以外の取引による取引高 139 117
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（有価証券関係）

 子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額　1,017百万円、前事業年度の貸借対照表計上額　1,017百万円）

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
 
 

当事業年度
（平成27年３月31日）

繰延税金資産    

賞与引当金 68百万円 68百万円

貸倒引当金 2  8

ポイント引当金 7  7

未払事業税 48  24

未払費用 11  11

退職給付引当金 109  115

役員退職慰労引当金 4  5

長期未払金 1  1

減損損失 99  77

その他 52  33

繰延税金資産小計 405  353

評価性引当額 △105  △90

繰延税金資産合計 300  263

繰延税金負債    

　中部国際空港整備準備金 △308  △1,091

繰延税金負債合計 △308  △1,091

繰延税金負債の純額 △8  △827

 

 
 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
 

当事業年度
（平成27年３月31日）

法定実効税率 37.3％  34.9％
（調整）    
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.0  0.3
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.0  △0.6
住民税均等割 0.1  0.1
評価性引当額の増減 △29.1  △0.4
税率変更による期末繰延税金資産の減額 0.3  △2.3
その他 △1.0  △1.2
税効果会計適用後の法人税等の負担率 6.6  30.8

 

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成27年

法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引下げ及び法

人事業税の標準税率の引下げが行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用

した法定実効税率は従来の34.9％から、平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については

32.4％に、平成28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については31.7％となります。

なお、この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産を控除した金額）が89百万円減少し、法人税等調整

額（借方）が89百万円減少しています。
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（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　該当事項はありません。

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 減価償却累計額

有形固

定資産
建物 743,373 296

121

(26)
4,518 70,031 45,790

 構築物 63,424 189 43 5,397 58,172 53,300

 機械及び装置 5,508 589
7

(0)
897 5,192 10,351

 車両運搬具 38 32 0 25 44 1,509

 工具、器具及び備品 2,662 804
72

(1)
892 2,502 13,127

 土地 290,225 - - - 290,225 -

 リース資産 23 30 - 6 46 14

 建設仮勘定 113 474 80 - 507 -

 計 436,369 2,417
325

(27)
11,737 426,723 124,094

無形固

定資産
ソフトウエア 1,080 202 8 311 962 5,467

 水道施設利用権 4,947 - - 192 4,754 1,940

 その他 142 6 0 20 128 196

 計 6,169 208 8 523 5,845 7,604

（注）「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、当期の減損損失計上額です。

 

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 8 62 2 67

賞与引当金 196 210 196 210

ポイント引当金 22 22 22 22

役員退職慰労引当金 11 5 - 17
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（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しています。

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類

１株券、５株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、

10,000株券

ただし、必要があるときは、上記以外の株式数を表示する株券を発行する

ことができる。

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 単元株制度を採用していません。

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料
不所持株券の発行、分割又は併合及び汚損又は毀損により株券を再発行す

る場合には、印紙税相当額の手数料を徴収することができる。

株券喪失登録手数料
登録１件につき10,000円

株券１枚につき500円

単元未満株式の買取り  

取扱場所 －

株主名簿管理人 －

取次所 －

買取手数料 －

公告掲載方法 官報

株主に対する特典 該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

中部国際空港株式会社(E04362)

有価証券報告書

72/76



第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は上場会社ではありませんので、金融商品取引法第24条の７第１項の適用がありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

　　事業年度（第16期）（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）平成26年６月24日東海財務局長に提出

 

(2) 訂正発行登録書

　　平成26年６月24日東海財務局長に提出

　　平成26年12月19日東海財務局長に提出

 

(3) 半期報告書

　　（第17期中）（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）平成26年12月19日東海財務局長に提出

 

(4) 発行登録追補書類

　　平成27年２月10日東海財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 

   平成27年６月24日

中部国際空港株式会社    

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 水上　　圭祐　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 淺井　明紀子　印

 

 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる中部国際空港株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、中部

国際空港株式会社及び連結子会社の平成27年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しています。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 

   平成27年６月24日

中部国際空港株式会社    

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 水上　　圭祐　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 淺井　明紀子　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる中部国際空港株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第17期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、中部国際

空港株式会社の平成27年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しています。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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